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IX　Gerhard　Ries教授（ミュンヘン大学、
　　　ドイツ）の短期招請について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　短期大学教授橋本恭宏
　1998年度の国際交流基金事業の短期招聰プログラムによる、ドイツ・ミュンヘン大学法学部のゲル
ハルト・リース教授について報告いたします。
　リース教授の履歴と業績は以下のようである。1943年ミュンヘン生まれで、ドイツのミュンヘン大
学を1967年に卒業されている。その後、1972年法学博士（ミュンヘン大学）の学位を得られ、ドイ
ツでは珍しいことではあるが、1979年ミュンヘン大学法学部教授に着任された。専門は、古代法史・
民法であります。
　リース教授はミュンヘン大学在学中から日本語に大変興味を持ち、そのことが高じて1983年9月か
ら1985年8月まで、京都大学法学部客員教授として、日本民法におけるローマ法の影響を研究されて
います。
　1991年9月には、九州大学にて開催された、「委任」に関する国際シンポジュームにおいて、ロー
マ法の研究者として参加、報告・発言されている。
　なお、当明治大学においても、1992年、帰国前に、国際交流センターならびに法学部資料センター
の共催により「損害賠償の実利的要素について」と題するセミナーを開催した。
　その後、1990年の東西ドイツ統一の影響より、ソビエトの瓦解、さらには東欧の瓦解から、1992
年5月から1994年4月まで、後ほど、講演の概要の箇所でも述べるように、ブルガリアの立法助言者
として首都ソフィアに赴任し、不動産の法制、特に、不動産登記についての助言をされている（ちな
みに、ソフィアはリース夫人の郷里でもある）。
　ブルガリアにおける法律助言者としての任務を終えた後、1994年よりエアランゲ＝ニュルンベルグ
大学法学部にて、古代法史・ローマ法・民法の教授として赴任された。
　その間、1996年3月には、九州大学法学部客員教授として来日され、1997年から、古巣であるミュ
ンヘン大学法学部に、ドイツ民法学の泰斗メディクス教授の後継者として、古代法史・民法の教授と
して招請され、赴任されている。
　リース教授の主要業績は、その専門が古代法、ローマ法、民法と幅が広く、1977年には、「ドイツ
民法830条～840条の履行補助者の責任（ACP177、　S543－588．）」、1982年には「ローマ私法法制
史（Savigny・Zeitschrift，　Rom．　Abt．99，　S．554）」。さらには、1986年「西ドイツにおける法学教育」（広
島法学（広島大学）9・430頁以下）、1996年、「西欧からの私法の継受」（法制研究（九州大学）63
巻269頁以下）等がある。
　本学においては、以下の三回にわたって、研究会を行った。
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第1回目は、4月17日（金）は、短期大学の研究会において「ローマ法へのキリスト教の影響に
　　ついて」と題するセミナーを開催した．
第2回目は、民法リステイトメント研究会との共催により、「旧東欧諸国（ブルガリア）の法律改
　　革のモデルとしてのドイツ不動産法の原則」を、
第3回目は、法制資料センターとの共催により、「古代の近東における私的不正に対する処分一刑
　　法と損害賠償の発端と発達について一」と題し、講演ならびに研究会を行った。
　第1回目の研究会での骨子は以下である。すなわち、ローマ法は世界で最初に法律を学問にしたと
いえる。それ以前の法律制度はある程度まで法律上の専門用語を有していたが、法学にまでは至らな
かった。そもそも非キリスト教的なローマ法とキリスト教の本質とは根本的に異なっている。
　ロ・一マの宗教が要求したのは神への正しい儀式である。これに対して、キリスト教はそのような儀
式にあまりこだわらず、道徳的な面を要求した。その中で有名なものは、隣人愛、神の前での平等、
婚姻の非解消である。そこで、奴隷制度、離婚法、刑罰制度の分野でのキリスト教の影響を個別に検
討した。まず、キリスト教は奴隷制度を廃止しなかった。キリスト教における平等の要求は、神との
関係にのみ存在する。人々の互いの関係についてもそうした平等の要求を認めない方がよいと聖書は
記しているからである。したがって、奴隷制度はキリスト教にとっても当然なこととしてあり続けた
のである。しかしながら、奴隷制度の行き過ぎについて、キリスト教が見過ごしはせず、制限はして
いた。離婚法の分野では、キリスト教の影響がもっとも色濃くでている。キリスト教が公認された直
後では、離婚の可能性は強く制限された。コンスタンチヌス大帝は配偶者に重罪を科せられた場合の
み離婚を認めた。その後、この厳しい離婚の制限は、後の皇帝により緩和されたり、さてまた厳格に
なされたりしてい凱しかし、そうはいっても、キリスト教の厳格の離婚を認めないとの要求に完全
に答えたわけではない。刑罰の制度では、キリスト教が要求した隣人愛はその影響を受けてはいない。
特に、死刑は廃止されず以前よりも野蛮な刑罰が定められたくらいである。以上のことから、ローマ
法へのキリスト教の及ぼした影響は、キリスト教が国家宗教として公認された時の以前と以後とで、
あまり強い影響があった一とはいえないと結論づける。しかし、キリスト教がローマに及ぼした影響は、
国家の組織、特に、裁判制度においてである。例えば、虐待された奴隷が保護を求めることをキリス
ト教会にできることによって、教会が仲裁裁判所の機能を果たすようになった。そして、最後に、ロ
ーマ法が全世界に影響を与えるに至ったのは、次の点にあるのではなかろうか。すなわち、前に述べ
たように、キリスト教側からは、諸種の点で、特に道徳について、厳格な要求があったにもかかわら
ず、ローマ法が世俗法であったということである。そのことより、異なった宗教をもつ国々に継受さ
れることになったといえようと述べられた。
　第2回目の研究会では、旧東欧ブロックの国々の大半が、経済体制を「計画経済」から「市場経済」
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に適合する法律基盤の必要性が大きい。しかし、独立の制度が作りにくいので、多くの場合には、市
場経済のある国の法秩序を継受することの経験がある。ブルガリアにおける仕事は、そういうヨーロ
ッパ法の法律継受（輸出＝リース教授の言）に関係があり、その課題の一つが所有権法の改革であっ
た。
　特に、不動産法について、どの程度までドイツの不動産法の原則がブルガリアの法秩序にとっては
模範になることができるか、という問題がある。ここでは3つの原則を検討した。1）不動産登記法
への登記の機能、2）取得時効に関する規定、特に登記のない時効、3）不動産登記証の裁判制度の
中の組織形成であった。結論として、ドイツ不動産法の考え方を採用することを推奨している。
　第3回目の研究会、現代法ではその目的の違いから、刑法と私法とが互いに分離されている。その
後、刑罰と損害賠償が分離するようになった結果、損害を生じさせた行為が、故意によるものか、過
失によるものかに関わらず、一律に損害賠償額が算定されてきた。しかし、最近、アメリカでは、い
わゆる懲罰的損害賠償の概念が、ドイツ法に影響してきた。この考え方によれば、財産上の損害は民
事訴訟により賠償されるが、これとは異なり加害者が罰金を原告に支払うことにより、一種の懲罰を
受けたのと同様の結果を生じさせるものである。この考え方の淵源は遥かローマ法にも見いだされる。
こうした考え方が台頭してきた理由は、多分、国家による刑罰の脆弱さによるといえる。
　リース教授の日本での滞在中の研究会での講演の要旨である。
　以上が、リース教授の短期招請に関する報告であります。
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